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（第1期 2004~2009） （第2期 2010~2015）

活力に富み国際競争力のある
国公私立大学づくりの一環として

２．国立大学に民間的発想の経営
手法を導入する。

○ 大学役員や経営組織に外部の専
門家を登用

○ 経営責任の明確化により機動
的・戦略的に大学を運営

○ 能力主義・業績主義に立った
新しい人事システムを導入

○ 国立大学の機能の一部を分離・
独立（独立採算性）を導入

（第3期 2016~2021）

自主的・自律的な改善・発展を促す仕組みの構築
１．社会の変化に対応できる教育研究組織づくり
２．国際水準の教育研究の展開、積極的な留学生支援
３．大学発ベンチャー支援、理工系人材の戦略的育成
４．人事・給与システムの弾力化
５．ガバナンス機能の強化

２．自己変革・新陳代謝の推進
（１）機能強化のための組織再編、

大学間・専門分野間での連携・
連合等の促進

（２）学長裁量経費によるマネジメ
ント改革

（３）意欲と能力のある教員がより
高いパフォーマンスを発揮する
環境の整備

（４）経営を担う人材、経営を支える
人材の育成確保
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１万人達成済

2015年度末までに年俸制
適用者 １万人目標

第３期後半～
更なる改革の促進を
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国立大学法人等の人事給与マネジメント改革の流れ

1



国立大学が教育研究力の強化・発展を目指し、社会からの要請を自覚しながら、自律的に人事制
度を見直し、合理性・実効性のある人事給与制度を実現

第３期下半期（2019～2021年度） 第４期

人事給与マネジメント改革の推進

運営費交付金への反映

改革の効果を検証、大学と検証結果を共有

ガイドライ
ン策定

(2019.2)
改革を加速

改革を支援

各大学において、各取組をパッケージとして

効果的・実効性ある改革を進める

 若手教員が安定的に研究に専念できる雇用と教育

研究環境の確保
・年齢・職位のバランスを考慮した雇用計画とキャリアパスの
構築等

 外国人の雇用促進と国際化の推進
・優秀な外国人人材の獲得、海外で学位を取得した日本人
の雇用、サバティカルの制度化等

 女性教員の雇用促進
・女性教員数の目標設定、ライフイベントに応じた制度設計
や学内託児所等の支援体制の充実等

 流動性の向上
・優秀で多様かつ最適な人材の育成・確保につながる頭脳
の好循環を実現する流動性の在り方の検証等

 多様な財源の活用
・共同研究やクロスアポイントメント制度等による人件費を含む
民間資金の獲得、教員のインセンティブ向上等

今後のスケジュール

業績評価、処遇への反映

年俸制の見直し テニュアトラック制・クロスアポ
イントメント制度の活用

全学的な人事マネジメント
システムの構築

総合的・複合的に
取組を推進

人事給与マネジメント改革

 年齢構成の適正化、人材の多様
性の確保、流動性の向上を目指
した人事計画の策定

 教員の意欲や能力を引き出すこと
を目的とした業績評価と、その評
価結果を適切に処遇へ反映した
制度設計

 硬直的な給与制度からの抜本的
転換を図り、厳格な業績評価に
基づきかつ柔軟な給与制度の実現

 若手教員の雇用確保や、外部
資金の活用など、目的に合わせ
各種制度を効果的に活用

教育研究力の向上に資する魅力ある
人事給与マネジメントの構築を！

改革の方向性

検討の
ポイント

国立大学法人等の人事給与マネジメント改革（ガイドラインの策定）
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法人化の狙い

能力・業績に
応じた給与シス
テムを各大学の
責任で導入

事務職を含め
学長の任命権
の下での全学
的な人事を実
現

実
行

課題

 教員の適正な年齢構成の検討と
計画的配置

• 若手研究者の安定的なポ
スト確保

 外部資金活用の促進
• 民間企業とのクロスアポイ

ントメント制度活用の拡大

 能力主義の徹底（教職員）
• 年功序列に因らない厳格な

業績評価を反映した、高額
給与も含む給与設定等

成果

 兼業・兼職の弾力的運用、URA
等高度専門人材の雇用促進、任
期制・年俸制・クロスアポイントメン
ト制度等の展開

 全学戦略に基づく教員配置

○ 法人化により、大学の特性を反映した、国家公務員法にとらわれない柔軟で弾力的な雇用形態・給与体
系・勤務時間体系を展開することが可能

○ 一方で、若手研究者の安定的なポスト確保のほか、経営体として、外部資金の活用も含め、優れた研究
業績をあげた教員に、より多く給与を支給したり、高額な給与によって他大学（あるいは外国）から優れた
教員等をリクルートする取組みは道半ば

【教員の業績評価の実施】
・すべての大学等（90機関）で実施

【業績評価の活用】
＜給与・賞与等の処遇への反映＞
・年俸制の給与に反映
・月給制の昇給（降給）に反映
・賞与に反映
・その他（外部資金獲得手当、特別業績手当等）

＜給与・賞与等以外の処遇への反映＞
・研究費の配分など研究環境の整備への活用
・雇用更新時等に実施される業績審査への活用
・本人へのフィードバック（FD等）
・その他

【若手教員の採用・教育研究環境の確保】
・研究費・研究環境整備費等の支援
・支援体制の充実（指導者配置等）
・研究スペース・機器等の確保
・教育研究の独立性確保（PIとしての処遇等）
・その他（競争的研究費の申請支援等）

87機関
78機関
78機関
7機関

46機関
58機関
48機関
22機関

82機関
60機関
62機関
47機関
16機関

人事給与マネジメント改革の成果と課題

出典：令和２年度人事給与マネジメント改革の進捗状況の調査結果について
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管理運営業務の軽減、顕彰、称号付与、
サバティカル休暇付与等



■クロスアポイントメント制度適用教員等の推移
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（文部科学省調べ）

○ 人材流動性の向上や若手の活躍機会創出に向けたクロスアポイント制度の適用教員数は、
4年間で7倍以上に。

○ 新規採用教員は、原則年俸制を適用することとし、年俸制適用者の拡大を図ることで、
5年間で2倍以上に。

■年俸制適用教員の推移

※大学共同利用機関法人を含む90機関の人数
※外部資金等で雇用された教員、外国人教員を含む

（文部科学省調べ）
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愛知教育大学

クロスアポイントメント（受入） 研究者活性化マネジメント

新潟大学

クロスアポイントメント（派遣）

電気通信大学 北陸先端科学技術大学院大学

新たな年俸制の導入

コニカミノルタ株式会社に大学院情報理工学研究科の教授と准教授を派遣。
対象教員が保有する技術と知見を活かして、社会的にも価値のある新技術の
探索・評価や技術開発に携わり、事業の具現化・実用化を目指している。
企業が負担することとなった人件費分は、教育研究の充実に向けた環境整備
に活用。

●派遣者へのインセンティブ

クロスアポイントメント手当を支給。
（大学から、派遣先基準による給与額と
大学基準による給与額の差額にエフォート
率を乗じた金額を支給）

産学連携を検討している教員、企業
に対し、URAや産学連携コーディネー
ターが選択肢のひとつとしてクロスアポイ
ントメント制度を提案。

●民間企業とのクロスアポイントメント
制度促進に向けた学内の取組

●学長裁量経費「教職実践力向上重点研究費」（学内公募）を措置

給与を職位ごとに定める「基本給」と、業績評価の結果に基づく「業績連動給」
に二階層化。「基本給」は職位ごとに均一化している。（教授は３区分）

●期待される効果
・年齢や勤続年数によらない給与
体系により、若い優秀な研究者を
積極的に確保

・業績連動給の基準額は、大学の
総間接経費等収入（大学全体の
業績）に応じて変動させ、大学
運営への積極的関与を促す 等

2018年12月から翌年５月にかけて、研究者の活性化に向けた価値観検討
調査を実施し、研究者のモチベーションについて行動経済学に基づき分析。調査
結果に基づく要因の検討や研究者の活性化に向けた具体的施策の検討を行う
など、限られた資源の中で研究者の生産性を最大限に活用するための仕組みを
全学的に検討している。

クロスアポイントメント協定の締結により、NTTラーニングシステムズ株式会社
（NTTLS社)の教育ＩＣＴ推進部の社員１名を、大学のＩＣＴ教育基盤
センターの研究員として受け入れている。
これにより、本人の研究活動等に係る知見を深めるとともに、大学・企業双方
の業務を推進・向上を図ることを目的としている。

クロスアポイントメント制度により研究者を受け入れ、ICTを活用した次世代の教育に
向けての研究と開発をNTTLS社と共同で行うICT教育プロジェクトに対し、学長裁量
経費を措置。
当該プロジェクトを通じて、学習過程について様々なデータを活用して分析を行い、
エビデンスをもって明らかにすることで、メディアを活用したより優れた教材開発を実施。

人事給与マネジメント改革 取組事例①

5

●研究者活性化のためのチャレンジマイル（褒賞システム）
今年度チャレンジする意欲的活動（目標）を教員が自己申告し、実施する。活動
期間終了後、実施した活動内容について「チャレンジしているか」「成果をあげたか」と
いった評価基準により、申請者同士で複数のブラインドピアレビューの形でマイル付与対
象者を選出し、対象者はマイルを獲得することができる。貯めたマイルは、学生補助アル
バイト費用、事務補助者の雇用など教育研究に関わることや、育児支援など仕事と生
活の両立に関わることに活用できる。用途はさらに教員のニーズに合わせて、より幅広く
設定していく予定。



岐阜大学

関門評価の実施（業績評価）

人事評価にあたって、毎年の年度評価以外に、６年毎の業績評価（関門評

価）を実施。

関門年齢（35、41、47、53、59歳）に達する年度に、前年度までの６年度

の貢献度を「極めて顕著」から「要努力」までの５段階で評価。評価は昇給に反

映させるとともに、「要努力」と評価された教員に対しては、部局長による長期改善

指導を実施。

人事給与マネジメント改革 取組事例②
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全教員の業績を公正・適切に評価し、給与処遇
に反映（業績評価）

金沢大学

2015年度に導入した年俸制教員の評価制度に加え、2016年度に全国に

先駆けて、教員の業績を厳格に評価しその結果を本給に反映させる新教員評

価システムを構築し、月給制を含めた全ての教員に適用。

被評価者の研究分野等に応じた複数の評価者で評価するピアレビュー方式と

部局長や学長による評価を複層化する評価方式を採用し、公正・適切な評価

を実現。

また、全ての評価作業をWebシステムで行うことにより、評価者の負担軽減も

実現。

業績給の割合を増加（新年俸制）

名古屋大学

新制度では、基本給の構成要素となっていた大学院担当・指導による本給の

調整額を業績給の構成要素に変更。また、地域手当を諸手当として支給するこ

とにより、年俸に占める基本給の割合は減、業績給の割合は増に。

新規採用の助教から導入。今後順次拡大予定。

信州大学

基本給の改定（昇給）は３年ごと（新年俸制）

各年度の業績評価結果（総合評価点）をもとに、評価区分を決定。更に業

績給基礎額を乗じて、業績給を決定。

更に毎年の業績給に基づきポイントを付与し、一定基準に達すれば基本給を

改定（3年に1度）。

区分 業績給計算 基本給改定ポイント

SS 業績給基礎額の130% 12P（55歳以上4P）

S 〃 の120% 10P（ 〃 3P）

A 〃 の110% 8P（ 〃 2P）

B 〃 の105% 6P（ 〃 1P）

C 〃 の100% 2P（ 〃 0P）

D 〃 の 90% 1P（ 〃 0P）

E 〃 の 80% 0P



人事給与マネジメント改革に関する課題①若手ポスト

 国立大学本務教員（常勤）に占める若手（40歳未満）割合の減少、若手教員の任期付き
比率の増加など、不安定な雇用のため、アカデミアにおける研究者としての展望を若い時代に描く
ことが困難となっている状況

40歳未満国立大学教員に占める「任期付き」割合 国立大学教員の年齢階層別比率の推移

出典：文部科学省国立大学法人支援課調べ 7



人事給与マネジメント改革に関する課題への対応①若手ポスト

2020年10月22日 総合科学技術・イノベーション会議有識者議員懇談会 「資料2-1 知
のフロンティアを開拓する多様で卓越した研究の推進について」より

国立大学等（90）の現場における認識

（若手教員数が減少傾向にある要因）

実際に減少傾向にある大学等：68機関

＜その要因＞

・教員年齢の年次進行 67機関

・大学としての定員削減 38機関

・後任教員の採用抑制 49機関

・大型研究プロジェクト終了 5機関

・人材流動化 20機関

・その他（教育課程の特性等） 17機関

 競争性と安定性の両立を目指し、任期制を効果的に活用しつつ、組織全体で若手研究者のポ
ストと確保と若手の育成・活躍促進を後押しする取り組みが必要ではないか？

 そのため、外部資金（競争的研究費の直接経費からのPI人件費により確保した人件費分や競争的研究費の間接経

費など）を活用した若手研究者へのポスト提供や、シニア教員に対して管理運営業務を免除するこ
とで給与を一定割合減額するなど、雇用環境に配慮しながら、更なる活躍の機会に挑戦できる
ような健全な流動性を促進するといった、大学ごとの特性に応じて多面的な人事給与マネジメント
を進めていくことが求められるではないか？

出典：令和２年度人事給与マネジメント改革の進捗状況の調査結果について
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人事給与マネジメント改革に関する課題への対応①若手ポスト（続）

 約9割の国立大学等が、年代・職位構成などを踏まえた持続可能な「中長期的な人事計画」を
策定するようになった一方、理想の年齢構成に関する目標実現に向けたマイルストーンの設定
や年齢層等のシミュレーションを実施しているのは、４割弱に留まっており、経営体として全学的
に戦略性に基づき、持続可能な人事計画を策定し、マネジメントしていくことが必要ではないか？

 約6割の国立大学等が、定年退職等による空きポストへの人員補充の際、原則若手採用として
いる。今後、全世代の活躍促進に向けて、ポスト管理から人件費管理に人事給与マネジメント
をシフトしていくことが重要ではないか？

■「中長期的な人事計画」を策定している大学等の数 ■「中長期的な人事計画」実施のための具体
的な制度や事業などについて ※複数回答可

• ポイント制による人員管理の導入
• 定年退職等による空きポストの本
部による管理及び戦略的配分

• 定年退職等による空きポストへの
人員補充の際の原則若手採用

• 全学の人事委員会等による人事
方針の策定

・・・33機関
・・・62機関

・・・52機関

・・・62機関

■理想の年齢構成に関する目標実現に向けたマイルストーンの設定を行っている大学等の数

出典：令和２年度人事給与マネジメント改革の進捗状況の調査結果について
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東京農工大学

キャリアチャレンジ教授（若手支援） K-CONNEX（若手支援）

京都大学、大阪大学、神戸大学

三大学で形成されたコンソーシアムにより実施。優れた若手研究者を国際公募

により採用し、自主計画による研究が可能な環境を提供、ＰＩ（Principal

Investigator）としての成長を促す。

理系を中心とした理工、生命、医薬分野等で、5年間の雇用期間と研究環境、

研究資金を提供することで、若手研究者の「育成」を目指した活動を展開。

優秀な若手教員に、早期に教授（キャリアチャレンジ教授）となる機会を与え、

実績に応じて教授職を与える制度。世界各国の研究者と連携して世界第一線

の研究活動を行い、卓越した研究成果を創出し、大学改革・機能強化を牽引す

ることが期待される優秀な研究者を教授として採用。任期は５年間で、教授資

格審査委員会による研究・教育実績評価に基づく審査を経て、教授任用基準を

満たしていると認められた場合には、教授の身分が付与される。

人事給与マネジメント改革 取組事例（若手支援）

筑波大学

教員抜擢昇任人事制度（若手支援）

研究力強化の核となる優秀な教員が、本人の意思と努力と成果に見合った処

遇を受け、より質の高いパフォーマンスを発揮できるようにするため、助教（一部の

分野では講師を含む。）から教授へ昇任させる制度。最長5年の雇用教授昇任

審査対象期間中に卓越した研究力を発揮して極めて顕著な業績をあげた場合

には、准教授等を経ずに教授に抜擢されることになる。なお、2020年11月現在、

厳格な審査を経た4名の教員が「ツクバ・トップ・ランナー教員」として教授昇任審

査対象期間中である。

京都大学

白眉プロジェクト（若手支援）

優秀な若手研究者を年俸制特定教員（准教授、助教）として採用し、最長

で5 年間、研究に専念させることで次世代を担う先見的な研究者を養成する京

都大学次世代研究者育成支援事業「白眉プロジェクト」を2009年から展開中。

2015年募集以降、文部科学省の卓越研究員事業を活用した「部局連携型」と、

従来の仕組みを踏襲する「グローバル型」を設定し、公募を行っている。

Rising Star制度（若手支援）

信州大学

特に優れた若手研究者を「ライジングスター（Rising Star, RS）研究者」とし

て認定し、基盤研究費の重点支援や研究時間の確保等、研究に専念可能な環

境を確保するとともに、業績評価への反映等人事面での優遇についても優先的に

支援している。新進気鋭のRS研究者を真の星（スーパースター（Super Star,

SS）研究者）に養成することを目的とし、意欲的にRS研究者間のアイデアのクロ

スブリードを推進することで、新学術領域創成とコア技術を育成するタレントイノ

ベーションを戦略的に推進している。

10

学際科学フロンティア研究所（若手支援）

東北大学

異分野融合による学際的研究を開拓し、及び推進するとともに、若手研究者の

研究を支援する学際科学フロンティア研究所を設置している。国際公募で採用し

た若手研究者（助教）に対して独立した研究環境を提供するとともに、研究費

の支援や学内メンター教員の配置等を行っている。また、特に国際的な視点による

支援（海外の大学等との連携や国際会議での発表、共同研究の実施等）や学

際的な視点による支援（学際研究共創プログラム）を実施している。



 クロスアポイントメント制度については、文系学部でも民間企業からの受入を行う等、分野に関わらず
各大学が実績を伸ばしている一方で、
• インセンティブとして、適用教員への高額給与の支給を可能にする給与制度を導入している大
学は、全体の約4割

• 民間企業とのクロスアポイントメントの数は少なく、特に民間企業へ派遣している大学は、全体
の約１割

 任期無しの大学教員の雇用財源に外部資金（寄附金、共同研究費、競争的研究費等）を活
用している国立大学等は、全体の約6割に達する一方で、
• 外部資金の活用により、能力や貢献度に応じた、標準を上回る高額給与の支給を可能にする
給与制度を実施しているのは、全体の約4割

• 捻出された学内財源を、若手ポスト増設や事務部門の環境改善に有効活用しているのは、
全体の約3割

 法人の長の報酬を超える高額給与を支給される教員や研究者がいるのは、約1割（8大学）のみ

人事給与マネジメント改革に関する課題②外部資金活用・能力主義

R1.10 協定機関別クロスアポイントメント制度適用者数

87 198 1826 113 146 68

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教員適用数

国立大学法人等 独立行政法人 公立大学法人 私立学校 民間企業等 海外 その他

（656人）

11調査結果の出典は、いずれも「令和２年度人事給与マネジメント改革の進捗状況の調査結果について」



人事給与マネジメント改革に関する課題への対応②外部資金活用・能力主義

（教員）

■ 経営体として、獲得した外部資金を戦略的に活用することで教員ポストの再配分による新陳代謝を促進す
るとともに、クロスアポイントメント制度の活用や国際水準の給与単価導入などを通じ国内外から優れた教員
等をリクルートする取組みを、積極的に進めていくことが必要ではないか？

 研究者のみならず、多様なキャリアパスの実現に向けて、エンジニアやURAなどの高度な専門人材の育成や、
適切な評価及びそれに基づく処遇改善を図っていくことが必要ではないか？

（事務職員）

■ 教員のみならず法人経営を支える職員についても、高度な専門スキルや能力に応じた専門職を配置するなど、
公務員準拠や年功序列に因らない給与制度を導入していくことが重要ではないか？

■ 他大学等との人事交流や相互研修等を通じて、法人業務の強化、優秀人材の確保などに繋げていくことが
求められるのではないか？文部科学省など国や自治体への出向の在り方や文部科学省からの現役出向につ
いてどう考えるか？
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（参考）THE社「World University Rankings」上位校（英語圏）との平均給与比較

13

国
順位
2021

大学
教授

Professor
准教授

Associate Professor
講師

Lecturer
助教

Assistant Professor

日 - 国立大学等 平均 - 1,052万円 - 859万円 - 795万円 - 685万円

英

1 オックスフォード大学 £67,224 910万円 - - - - - -

6 ケンブリッジ大学 £81,096 1,098万円 - - - - - -

11 インペリアル・カレッジ・ロンドン £91,176 1,234万円 - - - - - -

16 ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン £82,198 1,113万円 - - - - - -

米

2 スタンフォード大学 $244,530 2,562万円 $157,690 1,652万円 - - $129,641 1,358万円

3 ハーバード大学 $226,394 2,372万円 $132,561 1,389万円 $104,317 1,093万円 $121,950 1,278万円

4 カリフォルニア工科大学 $202,821 2,125万円 $149,012 1,561万円 $86,829 910万円 $128,314 1,344万円

5 マサチューセッツ工科大学 $222,819 2,334万円 $147,358 1,544万円 $98,070 1,027万円 $123,897 1,298万円

7 カリフォルニア大学バークレー校 $188,233 1,972万円 $130,525 1,367万円 $86,867 910万円 $107,639 1,128万円

8 イェール大学 $214,575 2,248万円 $134,454 1,409万円 $81,778 857万円 $109,530 1,147万円

9 プリンストン大学 $213,769 2,239万円 $129,463 1,356万円 $83,262 872万円 $103,703 1,086万円

10 シカゴ大学 $239,787 2,512万円 $125,780 1,318万円 $66,113 693万円 $115,056 1,205万円

12 ジョンズ・ホプキンズ大学 $163,409 1,712万円 $112,673 1,180万円 $76,867 805万円 $100,199 1,050万円

13 ペンシルベニア大学 $217,411 2,278万円 $140,052 1,467万円 $70,881 743万円 $130,466 1,367万円

＜出典＞
・日本： [国立大学等 平均] 国立大学（86）、大学共同利用機関法人（4）の令和元年度給与水準公表のデータに基づき文部科学省で集計

※いずれも月給制の大学教員の給与額（通勤手当及び超過勤務手当等を除く）
・英国：THE (times higher education)  AVERAGE SALARY OF FULL-TIME STAFF 2013-14
・米国：CHRONICLE DATA 2017-2018

（注１）単位未満四捨五入 （注２）英米は、邦貨換算を併記（1ポンド＝135.37円、1ドル＝104.76円 2020.11.2レートによる）


